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１ 評価対象法人の概要 

（１） 法人名等 山形県公立大学法人  理事長 鈴木 道子 

  山形県米沢市通町六丁目１５番１号 

（２） 設立年月日 平成２１年４月１日 

（３） 設立団体 山形県 

（４） 出資金の総額 ６６６，８００，０００ 円 （平成２１年４月１日設立登記時） 

（５） 中期目標の期間 平成２１年度から平成２６年度まで（６年間） 

（６） 目的及び業務   

 ア 目 的   

 地方独立行政法人法に基づき大学を設置し、及び管理することにより、豊かな教養に裏付けられた専門的な知識と技術・技能を身

に付け、広く社会で活躍する人材を育成するとともに、地域に根ざした大学として真理の探究と知の創造に努め、もって地域ひいては社

会全体の持続的な発展に寄与することを目的とする。 

 イ 業 務 

（ア） 大学を設置し、これを運営すること。 

（イ） 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

（ウ） 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行

うこと。 

（エ） 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（オ） 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること。 

（カ） 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 評価の実施根拠法 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３０条 

 

３ 評価の対象 

   中期目標の期間における山形県公立大学法人の業務実績の状況 
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４ 評価の趣旨及び評価者 

（１） 評価の趣旨 

 地方独立行政法人法の規定に基づき、山形県公立大学法人が、個性と特色のある大学運営を行い、学生にとって魅力ある大学とし

てその存在価値を高めていくため、教育の質の向上や業務の効率化等について自主的・継続的な見直し及び改善を促すことを目的に

山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が業務の実績評価を行う。 

（２） 評価委員会  

  氏  名 役  職  等  

 
委員長 阿 部 宏 慈 国立大学法人山形大学理事(兼)副学長 

 

 
委員長代理 中 條 明 夫 一般社団法人山形県医師会副会長 

 

 
委   員 澤 邉 みさ子 東北公益文科大学公益学部教授 

 

 
委   員 武 田 靖 子 株式会社ジョインセレモニー常務取締役 

 

 
委   員 二 宮 久美子 前一般財団法人三友堂病院医療技術部長 

 

 
委   員 野 﨑 由紀子 新日本有限責任監査法人公認会計士 

 

 
委   員 山 下 英 俊 国立大学法人山形大学医学部長 

 

 
委   員 渡 部 美惠子 元山形県立酒田北高等学校校長 
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５ 評価基準 

山形県公立大学法人中期目標期間評価実施要領（平成２７年２月１２日 山形県公立大学法人評価委員会決定） 

第１ 趣旨 

地方独立行政法人法第 30 条の規定に基づき、山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が行う公立大学法人（以下「法

人」という。）の中期目標の期間における業務の実績に関する評価（以下「中期目標期間評価」という。）を適切に行うため、評価の実施に関し必要

な事項を定める。 

 

第２ 評価の基本的な考え方 

１ 法人が適正かつ効率的に運営されるよう、法人の業務運営の改善・向上に資する観点から評価を行うものとする。 

２ 法人の業務が自主的・効果的に実施されるよう、より魅力ある大学とするための特色ある取組や工夫に対し積極的に評価を行うものとする。 

３ 法人運営の透明性の確保に資するよう、法人の中期目標・中期計画の達成状況を明確に示すものとする。 

 

第３ 中期目標期間評価の実施方法 

評価委員会は、法人による自己評価を踏まえ「項目別評価」及び「全体評価」による評価を行う。 

 

１ 法人による自己評価 

法人は、中期目標期間業務実績報告書において、当該中期目標期間における業務の実績に基づき次の方法により自己評価を行う。 

（１）小項目別評価 

法人は、中期目標の記載事項（以下「小項目」という。）ごとに、当該中期目標の期間における中期計画の業務の実績を明らかにするとともに、中

期目標の第２から第６までの小項目について、その達成状況を次の４段階により自己評価し、その評価理由を明らかにする。 

Ｓ：中期目標を上回って達成している。 

Ａ：中期目標を十分に達成している。 

Ｂ：中期目標を十分には達成していない。 

Ｃ：中期目標を達成していない。 

（２）大項目別評価 

法人は、小項目別評価の結果を踏まえ、中期目標の第２から第６までの大項目ごとに、当該中期目標の期間における中期目標の達成状況につ

いて、記述式により自己評価を行う。ただし、教育研究に関する項目の自己評価に当たっては、認証評価機関の評価結果も踏まえるものとする。 
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（３）全体評価 

法人は、大項目別評価の結果を踏まえ、当該中期目標の期間における業務の実績の全体について、記述式により総合的な自己評価を行う。 

 

２ 評価委員会による評価 

（１）調査・分析 

評価委員会は、法人から提出された中期目標期間業務実績報告書を基に、法人から聴取等を行うことにより、業務の実績について調査・分析を

行う。法人による自己評価と評価委員会の判断が異なる場合は、その理由等を示す。 

（２）項目別評価（大項目別評価） 

評価委員会は、調査・分析の結果を踏まえ、中期目標の第２から第６までの項目ごとに、中期目標の達成状況の５段階評価を行うとともに、その

評価理由を明らかにする。 

５：中期目標の達成において特筆すべき状況にある。 

４：中期目標を達成している。 

３：中期目標をおおむね達成している。 

２：中期目標の達成が不十分である。 

１：中期目標を達成しておらず、重大な改善事項がある。 

なお、第２の大学の教育研究等の質の向上に関する事項については、その特性に配慮し、専門的な観点からの評価は行わず、事業の外形的な

進捗状況の評価を行う。 

【評価の目安】 

５段階評価を行うにあたっては、次の基準を目安として法人を取り巻く諸事情を勘案し総合的に判断する。 

「５」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡであり、かつ、中期目標の達成において特筆すべき進捗状況にあると評価委員会が特に認める場合 

「４」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡの場合 

「３」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割以上の場合 

「２」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割に満たない場合 

「１」と評価する場合 

・中期目標を達成しておらず、重大な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 
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（３）全体評価 

評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、当該中期目標の期間における業務実績の全体について、記述式により総合的な評価を行う。 

また、必要がある場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項を記載する。 

 

第４ 評価結果の公表 

評価の結果は、法人への通知及び設立団体の長への報告を行なうとともに、県のホームページへの掲載により公表する。 

 

第５ その他 

この要領に定めるもののほか、評価の実施に関して必要な事項は、評価委員会が別に定める。 
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６ 評価結果 

（１） 全体評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 業務運営の改善その他勧告事項 

 

 

 

全体として、中期目標に定めたほとんどの項目は着実に達成されており、大きな問題は見られない。 

数値的には、全体の項目数４０項目のうち、評価がＡ以上となった項目は３６項目（９０．０％）であり、全体として、中期目標

はおおむね順調に達成している。 

大学の教育研究等の質の向上について、平成２６年４月に開学した米沢栄養大学については、大学設置認可申請書に基づく教員の

配置と講義科目の開講が行われ、学修及び生活支援が計画どおり実施されている。米沢女子短期大学については、導入科目の設置に

よる初年次教育の充実や実習・演習の拡充等、教育課程の改善や指導方法の工夫が継続して実施されている。 

学生の確保・支援については、学生を出身高校に派遣する学生特使などの取組みに加え、ホームページ等の各種広報媒体を活用し

た志願者確保の取組みを実施し、平成２７年度入学者における志願倍率は米沢栄養大学は３．５倍、米沢女子短期大学は１．９倍を

確保している。また、キャリア支援については、米沢栄養大における「キャリアアップ講演会」の開催、米沢女子短期大学における

合同企業説明会の実施や編入学希望者に対する編入学対策講座の実施など、進学率及び就職率の維持、向上に係るきめ細かな支援が

行われている。 

また、社会貢献については、栄養大においては行政、地域の民間企業などと数多くの連携事業、米沢女子短期大学においては、公

開講座や出前授業などの実施により地域貢献が果たされている。 

今後も両大学の特色とも言うべき「きめ細かな少人数教育」の実践により、教育内容の充実やキャリア支援に取り組んでいただき

たい。また、業務運営に加え、教育・研究においても、理事長のリーダーシップのもと１法人２大学の円滑な運営を図るため、両大

学の連携を進めるとともに、組織運営・活動の強化・効率化に努めていただきたい。 

その他、中期目標を十分に達成できなかった、研究実施体制の整備、教員の業績評価制度の構築及び外部研究資金の獲得について

は、今後、次期中期目標に沿って適切に実施されることを期待したい。 

特に改善勧告を要する事項はない。 
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（３） 項目別評価（大項目別評価） 

第２ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 評価 ３ 中期目標をおおむね達成している 

（評価理由等） 

 栄養大開学年における日本栄養改善学会地方会開催は素晴らしい事業であった。今後はさらに関係団体との強固な連携をはかり効
果的な地域貢献活動を推進して欲しい。（No.11、13） 

 本県では、野菜づくり等における女性の活躍が注目されている。大学と地域で活躍している団体等との連携を推進して欲しい。（No.11） 
 大学の教育研究等の質の向上に関する目標に対して、ほとんどの項目において中期目標が達成されていると認められる。 
 
→ 小項目評価におけるＡ以上の項目が９割以上（９２．９％）であり、中期目標をおおむね達成している。 
 

小項目評価集計表（第２） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ２６ ２ ０ ２８ 

構成割合 0.0％ 92.9％ 7.1％ 0.0％ 100.0％ 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 評価 ３ 中期目標をおおむね達成している。 

（評価理由等） 

 業績評価の仕方については、教員をエンカレッジする仕組みを考えていくと良い。（No.32） 
 今後、適切な業績評価の仕組みの構築を期待したい。（No.32） 

 

→ 小項目評価におけるＡ以上の項目が９割未満（８０．０％）であるが、Ｂ項目となった一項目についても、一定の取組み

が行われており、総合的に判断し、中期目標をおおむね達成している。 

 

小項目評価集計表（第３） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ４ １ ０ ５ 

構成割合 0.0％ 80.0％ 20.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第４ 財務内容の改善に関する目標 評価 ３ 中期目標をおおむね達成している。 

（評価理由等） 

 教員の業務の整理など外部研究資金の獲得に向けた環境を整えることが必要である。（No.34） 
 学生が一番大事だという観点で研究と教育のバランスを考えていく必要がある。（No.34） 
 科研費の獲得については今後の努力に期待したい。（No.34） 

 

→ 小項目評価におけるＡ以上の項目が９割未満（７５．０％）であるが、Ｂ項目となった一項目についても、一定の取組み

が行われており、総合的に判断し、中期目標をおおむね達成している。 

 

小項目評価集計表（第４） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ３ １ ０ ４ 

構成割合 0.0％ 75.0％ 25.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第５ 
自己点検、評価及び情報の提供に関する目標 

評価 ４ 中期目標を達成している。 

（評価理由等） 

 

 評価の充実並びに情報公開の推進に関する目標に対して、全ての項目において中期目標が達成されていると認められる。 

 

→ 小項目別評価がすべてＡ以上であり、中期目標を達成している。 

 

小項目評価集計表（第５） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ２ ０ ０ ２ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第６ 
その他の業務運営に関する目標 

評価 ４ 中期目標を達成している。 

（評価理由等） 

 

 安全管理に関する目標に対して、全ての項目において中期目標が達成されていると認められる。 

 

→ 小項目別評価がすべてＡ以上であり、中期目標を達成している。 

 

小項目評価集計表（第６） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ １ ０ ０ １ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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山形県公立大学法人 

中期目標の期間における 実績に関する評価 

（項目別評価シート） 
  

 



第２　大学の教育研究等の質の向上に関する目標

(1)　教育の成果 (1)　教育の成果

①　山形県立米沢栄養大学
　県民の健康で豊かな暮らしの
実現に寄与するため、「少人数
教育」の特色を生かして質の高
い教育を展開し、豊かな人間性
と幅広く深い教養と知識のうえ
に、栄養に関する高度な専門知
識と専門技術を身に付けた国際
的な視野を有する人材を育成す
る。

　教育の成果として、多様な場
において活躍できる管理栄養士
を養成すると共に、県内の各界
において食を通した健康づくり
を担っていくことができるよ
う、広い視野を持ちながら、将
来的に広く活躍できる人材を養
成するため、教育に関する諸分
野において以下に掲げる計画を
着実に実行する。

　教育の成果として、教育に関する諸分
野において以下に掲げる項目を着実に実
行した。
　特に「管理栄養士導入教育論」では、
各職域で活躍する管理栄養士（ゲストス
ピーカー）から生の声を聞き、管理栄養
士の使命・役割を学ぶとともに管理栄養
士への仕事意識を高め、また、地域学
（「山形県の食と健康」と「山形の歴史
と文化」）や新入生研修旅行を通して、
山形県の多彩で豊かな食材や食文化を健
康の維持と増進に活用できる人材の育成

Ａ

　教育の成果とし
て、教育に関する諸
分野において以下に
掲げる項目を着実に
実行した。

Ａ 1

委員からの意見等
連
番

評
価

第２の１ 山形県立米沢栄養大学の
教育研究等の質の向上に関する目標
を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標
１ 教育に関する目標を達成するた
めの措置

業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

康の維持と増進に活用できる人材の育成
を行った。

(2)  教育内容の改善 (2)  教育内容の改善

①　山形県立米沢栄養大学

ア 教育課程 ① 教育課程
　全教員に対し、本学の教育研
究上の理念と教育目標を説明
し、個々の授業科目が大学の人
材育成のどの部分を担うのかを
全教員が共通した認識を有して
教育を行っていくことが出来る
ようにする。

　年度当初に全教員・助手を対象とし
て、アドミッション・ポリシー、カリ
キュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリ
シー、カリキュラムマップ等に関する研
修会を実施し、教育課程の共通認識を深
めた。また、ＦＤ研修を実施し、様々な
視点から全教員の共通認識の維持を図っ
た。

　幅広く深い教養と知識を身に
付けた人材を育成するため、教
養科目を設け、専門分野の枠を
超えて共通に求められる知識や
思考方法などの知的な技法の獲
得や、人間としての在り方や生
き方に関する深い洞察、現実を
正しく理解する力の涵養を図
る。

　　「基礎力養成」、「地域学」、「外
国語」、「情報処理」及び「保健体育」
の５分野で教養科目を構成し、１年次に
科目を配置して、教養と知識を身に付け
た人材の育成に努めた。

2Ａ

　大学で育成する人材像とその
ために修得させる知識と技術・
技能を明確にし、全ての教員が
共有することにより、全学的な
教育課程の展開を図る。

Ａ

　各種研修により教
育課程の共通認識を
深めるとともに、大
学設置認可申請書に
基づいた各科目を適
切に配置した。

イ

ア
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　栄養に関する高度な専門知識
と専門技術を有する人材を育成
するため、管理栄養士学校指定
規則で定める教育内容に応じた
科目を専門科目として配置す
る。

　　「導入科目」、「専門基礎分野」、
「専門分野」及び「発展科目」の４区分
による専門科目を１年次に配置した。

イ　教育方法 ②　教育方法

　少人数教育の特色を生かし、
学生と教員の関係を密に保ち、
授業や履修指導において質の高
い教育を実施することにより、
学生一人ひとりが持つ能力を最
大限に伸ばす。

　２人の担任を配置するとともに、１年
次は教養科目「基礎ゼミナール」におい
て少人数による演習形式の授業を行う
等、入学時から卒業後の進路選択も見据
えたきめ細かな履修指導を行った。

　栄養に関する高度な専門知識
と専門技術を有し、科学的な思
考の方法を身に付け、主体的に
考え行動できる力を養うため、
実験・実習科目の充実を図り、
実践力を高める。

　１年次において、専門基礎分野の「食
品学実験」、「調理科学実験」及び「調
理学実習」などの実践的な科目を開講
し、実践力を高める教育を行った。

　演習や実習科目において能動
的な学習を行うため グル プ

　前期末に担当教員ごとのゼミ生による
グル プワ クや発表会を実施し 他の

　学生が積極的に授業に参加
し、授業内容を十分に理解でき
るよう、効果的な授業形態を設
定するとともに、指導方法の継
続的な工夫に努める。

ウ

ア 　少人数による演習
形式の授業を行う等
効果的な授業形態を
設定するとともに、
担当教員ごとのゼミ
生による発表会、授
業参観を行う等、指
導方法の継続的な工
夫に努めた。

イ

ウ
的な学習を行うため、グループ
ワークを取り入れ、メンバー間
との相互学習を行うことによ
り、問題の発見解決能力や判断
能力を高めると共に、他者との
協同学習を通して自己の成長を
図る。

グループワークや発表会を実施し、他の
授業への活用を図った。

　学生に対し、授業科目ごと
に、授業に対する理解度や要
望・興味等に関するアンケート
を実施し、この結果を活用する
ことにより、必要な改善を図
り、次期の授業の向上に反映さ
せる。

　前期・後期とも学生の声アンケートを
実施し、その要望については回答を掲示
して学生に周知した。施設整備に係るも
のが多かったが、可能な部分は対応し、
また、授業改善に関する部分は、次年度
の授業改善につなげた。

　教員が相互に授業参観・授業
評価を行い、自らの授業の内容
及び方法の改善に役立てる。

　授業参観及び授業評価を行い、教員の
授業内容の改善に役立てた。

3Ａ

オ

Ａ

エ

- 12 - 



委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

(3) 教育実施体制の充実 (3) 教育の実施体制の充実

①　教員の配置 ①　教員の配置

　教育効果が最大限発現される
よう、教員の資質や適性、学科
の人員数等を踏まえた適切な教
員配置を行なう。

　設置申請で認可された教育効果が最大
限発現できる、適切な教員配置を行っ
た。

 　栄養に関する専門家である管
理栄養士の養成に資する講義科
目を開講し、教育内容を充実さ
せるため、必要に応じて外部有
識者を効果的に登用する。

　栄養に関する専門家である管理栄養士
の養成に資する講義科目を開講し、ま
た、教育内容を充実させるため、多様な
分野から外部有識者を効果的に登用し
た。

②　教育の質 ②　教育の質

　教職員に対し、成績評価の厳
格化に関する研修、教育方法の
改善、学生指導の向上、留学生
や障がいを持つ学生・社会人な
どの多様な学習需要に対する理
解に関する研修等を行い、教育
の質の更なる向上を目指す。

　授業改善ワークショップを行い、管理
栄養士国家試験出題基準資料を配付し、
管理栄養士養成校として全教員の共通認
識を図った。

4

5

Ａ

Ａ

　学生に質の高い教育を提供す
るため、授業内容や教育方法の
改善のための組織的な取組みを
推進し、教育の質の向上を図
る。

ア

Ａ

　授業改善ワーク
ショップを行い、管
理栄養士養成校とし
て全教員の共通認識
を図るとともに、評
価システムの確立を
目指し、教育の質の
向上に努めた

　教育研究の進歩や時代の動
向、地域社会の要請、学生の
ニーズに柔軟に対応した教育を
実施するため、適切な教員の配
置を図る

ア

Ａ

　設置認可申請で認
可された教育効果が
最大限発現できる適
切な教員配置を行
い、また、外部有識
者を登用した。イ

　教育活動・研究活動に関する
自己点検・自己評価や外部評価
を継続的・組織的に実施し、そ
の結果が、速やかにかつ有効に
自己改善に結実していくシステ
ムの確立を目指す。

　自己点検・自己評価を継続的に実施す
るとともに、暫定的に実施している教員
業績評価シート記入方法の改善や評価方
法について検討を行った。

③　教育環境 ③　教育環境

　学生が自由に意見を述べるた
めに設置する「意見箱」に寄せ
られた学生の意見を生かす等、
学生の視点に立った教育環境の
検証及び改善の取組みを進め
る。

　意見箱に寄せられた多くは施設設備に
関するもので占められており、回答を掲
示して学生に周知した。可能な要望の一
部は対応するとともに、法人の管理の及
ばない範囲のものについては、関係する
機関にその趣旨を伝えた。

　講義や実験実習が円滑かつ効
果的に行えるよう、情報機器、
視聴覚機器、実験実習用備品等
の適切な維持・管理に努めると
ともに、計画的な整備・更新を
進める。

　講義や実験実習が円滑かつ効果的に行
えるよう、情報機器、視聴覚機器、実験
実習用備品等の適切な維持・管理に努め
るとともに、開学準備時に無かった物品
の計画的な整備・更新を進めた。

6Ａ

　学生に良好な環境で質の高い
教育を提供するため、施設設
備、資料等の計画的な整備及び
長期的な視点に立った維持管理
により、教育環境の向上を図
る。

向上に努めた。
イ

ア

Ａ

　必要な情報機器、
視聴覚機器、実験実
習用備品等を購入
し、また、適切な維
持・管理に努めた。
併せて、大学設置、
管理栄養士養成課程
の基準に見合うよう
に所蔵図書を充実さ
せる等、教育環境の
整備を行った。

イ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　図書館について、収蔵図書を
より充実させる。更に、レファ
レンス資料の充実、県立図書館
との連携による機能充実、だれ
もが利用しやすい環境整備を進
めるほか、土、日曜日の開館実
現を目指す。

　大学設置、管理栄養士養成課程の基準
に見合うように所蔵図書を充実させた。
また、山形県公立図書館横断検索システ
ムへの参加継続により、県内公共図書館
の蔵書検索を可能とした。土曜開館につ
いては、引き続き実施するとともに、日
曜開館については学生等のニーズや費用
対効果など課題整理を含め検討した結
果、現段階では実施を見送ることとし
た。

(4)　学生の確保 (4)　学生の確保

　大学の特色、求める学生像、
その他入学者の選抜に関する情
報を積極的に発信し志願者の確
保を図るとともに、入学者の選
抜方法の検証により見直しを進
め、大学が求める資質と能力を
有する優秀な学生の確保を図
る。

　高校訪問、オープンキャンパ
スの実施や、大学ＨＰ、大学案
内等の広報ツールの活用により
本学の魅力を発信し、入学者選
抜の情報提供を行うとともに、
入試結果や他大学の動向を分析
することにより、アドミッショ
ン・ポリシーに合致する学生の
確保に努める。

　学生確保対策として、大学案内や大学
ホームページの入試情報を作成し、また
スマートフォン向け入試情報サイトの構
築に着手した。加えて、県内を中心とし
た高校訪問、２回のオープンキャンパス
を実施し、また、各種大学説明会に参加
するとともに、模擬授業を行い、米短に
準じた学生特使事業も試行的に実施し
た。入試分析については、入学者アン
ケートや入学時のプレイスメントテスト

Ａ

　大学案内や大学
ホームページの入試
情報を作成し、加え
て、高校訪問、オー
プンキャンパス、各
種大学説明会、模擬
授業を実施するとと
もに入試分析を行
い、優秀な学生の確
保に努めた

Ａ 7

ウ

ケ トや入学時のプレイスメントテスト
及びGPAと入試形態との関連などを分析・
検証し、これを踏まえて平成30年度以降
の入試制度の在り方についての議論を開
始した。

保に努めた。

(5)　学生支援の充実 (5)　学生支援の充実

①　学修支援 ①　学修支援

　担任制を導入し、入学時から
卒業時まで、卒業後の進路選択
も見据えたきめ細かな履修相
談、履修指導を行う。また、オ
フィスアワーや電子メールを利
用した修学支援も行う

　担任制を導入するとともに、２人の担
任よる学生面談を複数回行う等、学修及
び生活支援の役割を十分に果たした。ま
た、オフィスアワーや電子メールを利用
した修学支援も行った。

　学長や理事等と学生との定期
的な対話の場を各期１回程度設
け、学生の意見を反映させたよ
り望ましい学内教育環境を整備
することで学習を支援する。

　理事と学生との懇談会を実施した。学
内外理事、審議会委員、自己評価改善・
SDFD委員及び米短生を含んだ学生の出席
のもと、活発な意見が出されたが、それ
らの意見を集約し、可能な要望の一部に
は対応した。

8Ａ

　学生が意欲と目的を持って学
修に取り組めるよう、学生一人
ひとりの学修目的及び習熟度に
応じた学修支援の充実を図る。

ア

Ａ

　担任制を導入し、
学修及び生活支援に
努め、また、オフィ
スアワーや電子メー
ルを利用した修学支
援も行った。加え
て、理事との懇談会
を実施し、学生の声
を反映させるよう努
めるとともに、学寮
バスの運行するなど
の学修支援を行っ
た。

イ

- 14 - 



委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　スクールバスの運行のほか、
最寄交通機関への働きかけを強
化し、時間割と連動したダイヤ
改正を行うなど、通学の利便性
向上を図る。

　学寮冬期間バスについて、便数を調整
しながら学生のニーズに合わせて運行し
た。また、大学・米沢駅バスの運行継続
に向けて要請を行うとともに、学生の利
用に対し料金の半額助成を引続き行っ
た。

②　生活支援 ②　生活支援

　学資等が十分でなく学生生活
が困難な学生については、成績
や家庭環境等を総合的に勘案し
一定の条件のもと、授業料減免
制度や奨学金制度を活用し支援
する。

　学資等が十分でなく学生生活が困難な
学生については、申請者の成績や家庭環
境等を総合的に勘案し一定の条件のも
と、授業料減免制度や奨学金制度を活用
し支援した。

　健康管理体制を充実し、特に
学生相談等メンタルヘルスに関
する支援体制について、適切な
相談室の配置、相談時間の自由
化など内容を充実させるととも

　看護師やカウンセラーの配置による相
談・支援体制を整備するとともに、学生
メンタルヘルスに関するＦＤ研修会を開
催する等、学生の健康管理体制の充実を
図 た 9Ａ

ア

Ａ

　授業料減免制度や
奨学金制度を活用し
支援した。また、看
護師やカウンセラー
の配置による相談・
支援体制を整備する
とともに、学生メン
タルヘルスに関する
研修会を開催する
等、学生への生活支
援の充実を図った。

イ

　学生が心身ともに充実した大
学生活を送ることができるよ
う、生活全般に対する支援の充
実を図る。

ウ

※オフィスアワー制度

各教員が学生からの学業や学校生活全般に関する質問、

相談等に応じる時間を設定し、研究室等に待機する制度。

化など内容を充実させるととも
に、カウンセラーの常時配備と
その活用のための体制作りを目
指す。

図った。

　課外活動や学園祭等の学生の
自主的な活動を支援するととも
に、大学と学生自治会との意見
交換会を定期的に開催し、学生
生活全体を支援する体制作りを
目指す。

　課外活動や学園祭等の学生の自主的な
活動に対しては適宜支援するとともに、
栄養大自治会については、短大との合同
自治会設置も含めて委員会で協議し、27
年度中に結論を出すこととした。

③　キャリア支援 ③　キャリア支援

　学生が就職、編入学等、進路
についての希望を実現できるよ
う、早い段階からの進路につい
ての動機付けを含めたキャリア
支援の充実を図り、就職率及び
進学率の維持、向上を図る。

　学生が多様な場における管理
栄養士の役割を理解したうえ
で、学生の志望に沿った進路の
指導を行うため、キャリア支援
委員会とキャリア支援センター
が中心となり、教育課程内・外
において、入学時から体系的で
きめ細かな取組みと支援を行
う。

　講義での指導はもちろんのこと、管理
栄養士の役割理解のため、入学時のキャ
リアガイダンスや県病院事業局職員を講
師に迎えた「キャリアアップ講演会」を
開催する等、キャリア支援委員会とキャ
リア支援センターの連携のもと、体系的
できめ細かな支援を行った。

Ａ

　講義での指導に加
え、管理栄養士の役
割理解のため、キャ
リアガイダンスや
キャリアアップ講演
会を開催する等、
キャリア支援委員会
とキャリア支援セン
ターの連携のもと、
体系的できめ細かな
支援を行った。

Ａ 10

9ＡＡ 援の充実を図った。

ウ
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画
評
価 委員からの意見等

連
番

　地域連携・研究推進センター
を中心に、外部との共同研究や
委託事業の受託を推進すること
により、研究機能の強化を図
る。

　県から減塩食育プロジェクト事業を受
託し、「食がつなぐ心と体の健康プログ
ラムの構築」及び「誰でも簡単に「健康
な食事」を選択ができる食環境の整備」
に関する事業を実施し、その成果を発表
した。また、県の関係部局や県栄養士会
などの関係機関との情報交換を行い、施
策や動向の把握に努めた。

　研究水準の向上のために個人
研究費の活用を図る。そのため
の具体的な措置として、理事長
等の判断により配分先を決定で
きる資金制度を活用する。

　理事長裁量による学内競争型の研究資
金制度（栄養大戦略的研究推進費）を創
設し、助成を行った。

　教員の研究成果に関する広報
活動を徹底するとともに、イン
ターネット上での研究者登録な
どにより 教員一人ひとりの専

　地域連携・研究推進センターガイド
ブックを作成し、教員の研究テーマや出
前講座メニューを公開し、広く情報発信
を行った また ホームページにも同様

２ 研究に関する目標を達成するた
めの措置

(1)　研究水準の向上及び研究成果の
発信

(1)　研究水準の向上及び研究成果
の発信

ア

Ａ

２　研究に関する目標

　研究資金制度を創
設し助成を行うとと
もに、県から減塩食
育プロジェクト事業
を受託するなど、地
域の課題解決に資す
る研究に取り組み、
その成果を学会で発
表する等、研究水準
の向上と研究成果の
発信に努めた。

イ

ウ

　各学科の専門分野の研究をさ
らに深め、大学の研究水準の向
上を図るとともに、学内外との
共同研究、地域の課題解決に資
する研究に積極的に取り組み、
その成果の発信を図る。

Ａ 11

・栄養大開学年における
日本栄養改善学会の地方
会開催は素晴らしい事業
であった。今後はさらに
関係団体との強固な連携
をはかり効果的な地域貢
献活動を推進して欲し
い。

・本県では、野菜づくり
などにおける女性の活躍
が注目されている。大学
と地域で活躍している団
体などとの連携を推進し
て欲しい。

どにより、教員 人ひとりの専
門領域についての情報を地域の
みならず広く社会に発信し、県
民や社会の文化向上に寄与して
いく。

を行った。また、ホ ムペ ジにも同様
の内容を掲載し、併せて情報発信に努め
た。

　本県の地域課題の解決につな
がる研究に積極的に取り組み、
その成果を公開講座や論文寄稿
等により公表し、県民や社会に
貢献することを目指す。

　日本栄養改善学会東北支部会学術総会
を開催するとともに、県教育委員会や協
会けんぽ山形支部と共催で公開講座を開
催し、本学が持つ知識と研究成果を県民
や社会に還元した。

(2)　研究実施体制の整備 (2)　研究実施体制の整備

　研究活動を適切に評価できる
よう評価体制を充実させ、特に
若手の教員で優れた研究成果を
あげた場合に、適正な評価によ
る優遇措置等を実施できる環境
構築を目指す。

　学長裁量費などを活用し、若手研究者
の意欲ある優れた研究に対し研究費の助
成を行う等の支援を行っているが、評価
体制の構築には至っていない。

　教員と事務職員の担当すべき
業務内容を点検し、教員が教
育・研究・学内業務に専念でき
るような適正な運営体制を構築
する。

　栄養大の開学に伴い、事務局組織の一
部見直しを行うとともに米短の業務内容
及びその執行方法も確認しながら、教員
と事務職員のより適切な事務分担を検討
実施し、大学運営の充実を図った。

エ

ア

Ｂ

　学長裁量費などを
活用し、若手研究者
の意欲ある優れた研
究に対し研究費の助
成を行う等の支援を
行っているが、評価
体制の構築には至っ
ていない。

イ

　研究水準の向上のため、柔軟
な研究者の配置及び研究環境の
向上を図り、研究活動を推進す
る体制を整備するとともに、研
究活動の適正な評価を行い、そ
の評価結果の活用を図る。 12Ｂ
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業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画
評
価 委員からの意見等

連
番

　地域連携・研究推進センター
を地域の栄養教育に関する生涯
学習の拠点とするため、関係機
関とのネットワーク形成に努め
る。

　行政や関係団体などと数多くの連携事
業に取り組んだほか、県立保健医療大学
との連携のあり方を検討し、関係機関と
のネットワーク形成に努め、センター機
能の充実に取り組んだ。

　教育研究成果に基づいた公開
講座やシンポジウムの開催によ
る情報発信等を行う。

　日本栄養改善学会東北支部会学術総会
を開催するとともに、県教育委員会や協
会けんぽ山形支部と共催で公開講座を開
催し、本学が持つ知識と研究成果を県民
や社会に還元した。（再掲）

姉妹大学との交流等 海外の ホームページの外国語表記版 本学ホームページの大学紹介につい 本学ホームページ

３ 社会貢献に関する目標を達成す
るための措置

(1)　地域貢献の推進
(1)　地域貢献の推進に関する具体
的方策

　地域連携・研究推進センター
や生活文化研究所の活動等を通
じ、行政、他の教育機関、 研究
機関、県内企業等との連携の強
化を図るとともに、教員、学生
が積極的に地域に関わり、地域
を創っていく「地域創造」の取
組みを推進する。
　また、地域のニーズに合わせ
広く学びの機会を提供するな
ど、大学が有する教育研究成果
の地域への還元を図る。

ア

３　社会貢献に関する目標

Ａ

　行政や関係団体な
どと数多くの連携事
業に取り組んだほ
か、県立保健医療大
学との連携のあり方
を検討し、関係機関
とのネットワーク形
成に努め、センター
機能の充実に取り組
むとともに、公開講
座やシンポジウムの
開催による情報発信
等を行った。

イ

(2)　国際交流、国際化の推進
(2)　国際交流、国際化の推進に関
する具体的方策

ア

13

・栄養大開学年における
日本栄養改善学会地方会
開催は素晴らしい事業で
あった。今後はさらに関
係団体との強固な連携を
はかり効果的な地域貢献
活動を推進して欲しい
（再掲）Ａ

　姉妹大学との交流等、海外の
教育機関等との連携による国際
交流の取組みを進めるととも
に、大学が有する資源を活用
し、地域の国際化に貢献する。

　ホ ムペ ジの外国語表記版
を作成し、本学を国内外に広く
紹介することにより国際化の端
緒とする。

本学ホ ムペ ジの大学紹介につい
て、英語表記ページを作成し、公開し
た。 Ａ

本学ホ ムペ ジ
の大学紹介につい
て、英語表記ページ
を作成し、公開し
た。

Ａ 14

ア
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

(1)　教育の成果 (1)　教育の成果

②　山形県立米沢女子短期大学
　大学の伝統により培われた
「学生と教員の距離が近い顔の
見える教育」、創意工夫しなが
ら築き上げていく「手づくりの
少人数教育」という強みを生か
した魅力と特色ある教育を展開
し、教養と実学を身に付け、課
題探求能力とコミュニケーショ
ン能力を持った人材を育成す
る。

　学科における教育の成果とし
て、教養教育と専門教育の融合
を図り、教養と実学をバランス
よく身に付け、課題探求能力と
コミュニケーション能力を持っ
た学生を育成し輩出するため、
教育課程や教育方法、学生支援
等、教育に関する諸分野におい
て以下に掲げる計画を着実に実
行する。

　少人数教育を実効性のあるものにする
ため、１年次の基礎演習や２年次の応用
演習などにおいて、学生の能力や進路希
望に応じた学生の振り分けを行うととも
に、課題探求能力やコミュニケーション
能力等実践的な能力を身に付けるため、
小学校訪問などの地域との交流を図る授
業や観光客向けモバイルコンテンツなど
を題材とした演習などを行った。

Ａ

　１年次の基礎演習
や２年次の応用演習
などにおいて、地域
との交流を図る授業
や観光客向けモバイ
ルコンテンツなどを
題材とした演習など
を行う等、課題探求
能力やコミュニケー
ション能力等実践的
な能力を持った人材
の育成に努めた。

Ａ 15

第２の２ 山形県立米沢女子短期大
学の教育研究等の質の向上に関する
目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標
１ 教育に関する目標を達成するた
めの措置

ア

(2)  教育内容の改善 (2)  教育内容の改善

②　山形県立米沢女子短期大学

ア 教育課程 ① 教育課程

　時代の動向、地域社会の要
請、学生のニーズに的確に対応
し、教養と実学を効率的に習得
させる教育を実施するため、教
育課程の継続的な改善を図る。

　柔軟な理解力を持ち、生活を
基盤とした着実な思考力を身に
つけた学生を育成するととも
に、社会が短期大学士に求める
ニーズに応えるべく、全学科に
おいて、教養教育科目及び専門
教育科目の再検討を行うととも
に、開放科目を増やすなど、教
育課程を目標達成に向けて体系
的に編成する。

　教務委員会を年10回程度開催し、随
時、教育課程の体系的編成に取り組ん
だ。具体的には、短期大学士に対する社
会的ニーズを踏まえ、全学的に地域社会
を支える人材を育成するという理念の
下、各学科の特徴を考慮した導入科目の
設置による初年次教育の充実等に取り組
んだ。学科毎には、国語国文学科では学
生に対するより細やかな履修指導を図る
ため基礎演習にオムニバス方式を導入
し、英語英文学科では平成24年度から
TOEICの学内試験を開始し、他学科の学生
も受け入れるなどの取組みを行った。開
放科目は、平成26年度で79科目に達する
など、平成21年度と比較して４科目増加

　他大学との単位互換や本学入
学前に他大学で取得した単位の
うち、本学の履修単位として認
定できるものは認定するなど柔
軟な単位制度の整備、拡充を図
る。

　単位互換科目を１年次前期から履修で
きるように改めるなど、履修しやすいよ
うに運用の改善を図った。

ア 　教育課程の継続的
な改善のため、短期
大学士に対する社会
的ニーズを踏まえ、
各学科の特徴を考慮
した導入科目の設置
による初年次教育の
充実等に取り組ん
だ。

イ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　「教養ゼミ」や「総合教養講
座」の内容を更に精選し、社会
への幅広く堅実な視点を身につ
けさせる教育課程の編成に努め
る。

　教養ゼミにおいては、全学で大きな
テーマを設定し、そのテーマに基づいて
コミュニケーション能力の向上を基本
に、時事問題を扱ったり、地域に密着し
た事柄を題材としてフィールドワークを
行うなど、実践力を身に付ける指導を取
り入れ、充実を図った。総合教養講座で
は、芸術文化や地域社会をはじめ、医療
や福祉、法律、税金、金融等の幅広い分
野から講師を選定するとともに、座学の
みならず、乗馬療法の授業では、学生は
実際に乗馬を体験する機会を設けるな
ど、実践的な授業を開講した。

　社会の国際化・情報化、経済
のソフト化・サービス化の状況
を踏まえ、英語・英会話能力、
文章表現力、ＩＴ活用能力など
の基礎能力を高めるための教育
課程を編成する。また、栄養士
養成校としての実績を一層充
実・発展させるための努力を続
ける

　国語国文学科では、漢字検定や日本語
検定を学内で受験できる体制を整えた。
英語英文学科では、平成24年度からTOEIC
の学内試験を開始し、他学科の学生も受
け入れた。社会情報学科では、日本商工
会議所のＰＣ検定の受験対策を行うとと
もに、キャリア支援センターでは、米沢
商工会議所の協力を得てPC検定を実施し
た 健康栄養学科 は 栄養学など栄養

Ａ 16

ウ

エ

Ａ

※ 開放科目

学科専門科目を他学科の学生

が履修できる制度 他学科の開 ける。 た。健康栄養学科では、栄養学など栄養
士資格取得に必要なカリキュラムの内容
の充実や、公的機関や民間企業の実情に
合った食品と栄養に関する内容を盛り込
み、現場（栄養士・栄養教諭・食品関係
）に対応した実践的授業を実施した。

　完全セメスター制の導入と、
複数教員によるオムニバス授業
や学科相乗り授業など教育方法
の多様なあり方を平成22年度中
に検討し平成23年度からの導入
を目指す。

　セメスター制は、演習科目や書道など
教育上通年科目が適当であるもの以外に
は全て導入済みであり、オムニバス授業
も総合教養講座や史学実習で実施した。

　学生ひとりひとりの学習目的
や習熟度に応じた学習支援を行
うため少人数教育科目の増加を
目指す。

　教養ゼミを全学で実施するとともに、
専門科目における演習・ゼミ・実験科目
の増加、履修希望者が多い科目の複数回
授業の実施、能力別クラス編成などによ
り、少人数教育の充実を図った。

　時代の変化に伴う多様な学生
のニーズに応える教育課程を常
に工夫するとともに、履修制度
の恒常的な充実・発展を目指
す。

　教職課程の運営などを担う全学的組織
として平成25年度に教職課程委員会を発
足させ、カリキュラム改正などを適宜進
めた。また、履修制度については、より
適切で詳細な評価を行うため、平成24年
度から５段階評価を実施している。

オ

カ

キ

が履修できる制度。他学科の開

放科目を履修した場合は、教養

科目の単位を履修したものとみな

される。

※ 完全セメスター制

1年を春学期（4月～9月）と秋

学期（10月～3月）の二つに分け、

各学期で授業を完結し、単位を取

得するもの。学生の履修登録の機

会が年2回になり、個性的な履修

計画が立てやすくなる。

※ オムニバス授業

物事に関して、学生が様々な観

点から考えることが出来るよう１つ

のテーマについて複数の教員によ

り指導を行う授業形態。
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

イ　教育方法 ②　教育方法

　学生が積極的に授業に参加
し、授業内容を十分に理解でき
るよう、効果的な授業形態を設
定するとともに、指導方法の継
続的な工夫に努める。

　学生が授業に主体的に参加し
授業内容を深く理解できるよ
う、対話・討論等、双方向的な
授業形態を拡充し、実習・演習
の拡充など少人数教育の利点を
生かした学習指導により高い教
育効果が得られるよう、教育方
法の改善を図る。

　教務委員会において、全学的な方針を
確認したうえで、学科毎に双方向的な授
業の増加、実習・演習の拡充等の教育方
法の改善を図った。国語国文学科では、
平成21年度から基礎演習の習熟度別演習
を導入、英語英文学科では、同じく平成
21年度から基礎・発展英語表現の科目で
プレイスメントテストによるクラス編成
の導入、日本史学科では、卒業研究の意
向調査を踏まえたゼミ振り分けの導入、
社会情報学科では、座学とフィールド
ワーク・制作のバランスがとれた教育の
実践、健康栄養学科では、臨地実習や卒
業研究発表の事前準備とフォローアップ
を行い、発表と質疑応答を通して対話、
討論の能力の向上など各学科において改
善を行った。

　　「学生による授業評価アン
ケート」の活用を今まで以上に
充実させ、更に、適切な授業方
法の検討を行う

　前期・後期に授業評価アンケートを実
施し、アンケート結果への対応を自己評
価改善・ＳＤＦＤ委員会で検討し、翌年
のシラバスの「受講生へのメッセージ」

ア 　教務委員会におい
て、全学的な方針を
確認したうえで、学
科毎に双方向的な授
業の増加、実習・演
習の拡充等の教育方
法の改善を図るとと
もに、授業料免除や
奨学金制度の適切な
運用に努めた。

イ

法の検討を行う。 のシラバスの「受講生へのメッセージ」
の部分などに反映させた。

　認証評価、外部評価などの指
摘を具体的、かつ早急に反映し
て改善する体制を構築する。

　認証評価で受けた指摘を取りまとめ、
自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会で事後評
価を行い、改善につなげる体制を構築し
た。

　学生の成績評価や単位認定、
進級・卒業判定について、より
公正かつ適正な判断が下せるよ
う評価基準、規程を常時検証す
る。

　教務委員会において、評価基準、規程
の検証等を行っている。委員会では、平
成24年度から導入した５段階評価の効果
を検証するとともに、大学認証評価結果
を受けて、直ちにシラバスに授業の達成
目標や成績基準を明示するなどの見直し
を行った。

　平成22年度を目途にＦＤ委員
会を設置することによりＦＤ活
動を更に充実・発展させ、定期
的に開催するＦＤ学習会におい
て、学習指導方法の改善に関
し、学内の意志統一を図る。

　平成21年度に自己評価改善SDFD委員会
を設置し、年10回程度開催しＦＤ活動を
充実させた。

　シラバスは、学習到達目標が
明確になるよう平成22年度中に
改善を加え、ホームページ等で
公開する。

　平成23年度からシラバスをホームペー
ジで公開しており、学習到達目標を明確
にするため、２年分のシラバスを掲載し
ている。

Ａ 17Ａ

ウ

エ

オ

カ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　多様な学習ニーズに対応する
ため、ｅ-ラーニングの環境整備
と活用の促進を目指す。

　平成25年度に放送大学のインターネッ
ト配信授業に関する学生向けマニュアル
を作成し、学内PCで視聴環境を整えた。
また、平成26年度に新教学システムの運
用を開始し、シラバスや成績管理などの
電子化を図り、ウェブ・ポータルを授業
資料の配布・回収に活用している。

　留年、休学、退学等の状況や
そこに至るまでの経過・背景等
を、個人情報保護に十分配慮し
たうえで総合的に分析し、教育
指導方法の改善に役立てるとと
もに、そうした事態が発生しな
いよう、可能な限り努力する。

　休学や退学の状況等について、学生委
員会等において総合的に分析し、その結
果、経済的な問題が大きな理由のひとつ
であるとの判断から、授業料免除制度の
改善を行い、奨学金制度と合わせて適切
に運用した。

※　ＦＤ（ファカルティ・ディ
ベロプメント）
　教員の授業内容や教育方法の
改善を目的として行われる組織
的な取り組み。

キ

ク

※　シラバス
　開講される科目について、担
当教員名や講義の目的、計画、
使用する教科書などをあらかじ
め学生に示す授業計画書。
※　e-ラーニング
　パソコンやコンピュータ・
ネットワークなどを利用して教
育を行うこと。自分の大学では
開講されていない科目を受講で
きるなど、受講機会を広げるこ
とができる。

(3) 教育実施体制の充実 (3) 教育の実施体制の充実

①　教員の配置 ①　教育職員の配置

　教育効果が最大限発現される
よう、教員の資質や適性、学科
の人員数等を踏まえた適切な教
員配置を行なう。

　自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会におい
て検証した結果、教員配置については適
正になされていると判断した。

　社会のニーズに合致した幅広
い講義科目を開講し、教育内容
を充実させるため、必要に応じ
て外部有識者を効果的に登用す
る

　図書館情報技術論など常勤教員では対
応できない新たな科目において、外部講
師を登用した。

Ａ 18

　教育研究の進歩や時代の動
向、地域社会の要請、学生の
ニーズに柔軟に対応した教育を
実施するため、適切な教員の配
置を図る。

ア

Ａ

　各学科の教員配置
については、欠員が
生じる場合は補充す
るとともに、外部有
識者を効果的に登用
するなど適正配置に
努めた。

イ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

②　教育の質 ②　教育の質

　新設されるＦＤ委員会によっ
て、教職員に対し、成績評価の
厳格化に関する研修、教育方法
の改善、学生指導の向上、留学
生や障がいを持つ学生、社会人
などの多様な学習需要に対する
理解に関する研修等を行い、教
育の質の更なる向上を目指す。

　毎年度、授業改善ワークショップを実
施することによって、報告担当教員自身
の教育方法の改善、さらには報告を聞い
た教員の教育方法改善に役立てた。

　教育の質の向上のために、特
に若手教員に対する長期学外研
修制度（海外を含む）の整備を
図る。

　平成23年度にサバティカル研修制度を
整備し、制度の活用もなされた。

　教育活動・研究活動に関する
自己点検・自己評価や外部評価
を継続的・組織的に実施し、そ
の結果が、速やかにかつ有効に
自己改善に結実していくシステ
ムを平成21年度を目途に確立す
る。

　平成21年度に自己評価改善SDFD委員会
を設置し、検討結果を学内に反映させる
体制を確立した。

　教育の質をより向上させるた
めに 文部科学省が行う大学教

　平成22年度に事業採択を目指し申請を
行 たが 採択には至らなか た な

Ａ 19

　学生に質の高い教育を提供す
るため、授業内容や教育方法の
改善のための組織的な取組みを
推進し、教育の質の向上を図
る。

ア

Ａ

　平成21年度に自己
評価改善・SDFD委員
会を設置し、教育活
動や研究活動に係る
検討結果を学内に反
映させる体制を確立
するとともに、毎年
度、授業改善ワーク
ショップを実施する
など、教育の質の向
上に努めた。

イ

ウ

エ
めに、文部科学省が行う大学教
育・学生支援推進事業（ＧＰ）
に平成23年度までに応募し、早
い段階での採択の実現を目指
す。

行ったが、採択には至らなかった。な
お、当該事業は平成22年度採択事業を
もって廃止となった。

③　教育環境 ③　教育環境

　学生が自由に意見を述べるた
めに設置されている「意見箱」
に寄せられた学生の意見を生か
す等、学生の視点に立った教育
環境の検証及び改善の取組みを
進める。

　毎年度、前期と後期の2回ずつ、学生の
声アンケートを実施し、回答や対応策を
自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会や関係部
署で検討し、その結果を掲示するととも
に、改善策を講じた。

　教育研究機能の充実、学生活
動の支援、地域社会との連携に
資するため、施設設備の保全調
査を実施し、長期的な視点に
立った老朽施設・設備の整備及
び改修を計画的に行う。

　施設設備の保全調査を随時実施し、長
期的な視点に立った老朽施設・設備の整
備及び改修を計画的に行った。

　講義や実験実習が円滑かつ効
果的に行えるよう、情報機器、
視聴覚機器、実験実習用備品等
の適切な維持・管理に努めると
ともに、計画的な整備・更新を
進める。

　情報機器、視聴覚機器、実験実習用備
品等の適切な維持・管理に努め、年度ご
とに計画的な整備・更新を実施した。

Ａ 20

　学生に良好な環境で質の高い
教育を提供するため、施設設
備、資料等の計画的な整備及び
長期的な視点に立った維持管理
により、教育環境の向上を図
る。

ア

Ａ

　施設設備の保全調
査を随時実施し、長
期的な視点に立った
老朽施設・設備の整
備及び改修を計画的
に行うとともに、図
書館についても、平
成22年度から土曜開
館を実施する等、教
育環境の向上に努め
た。

イ

ウ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　図書館について、図書購入費
を増額し、収蔵図書をより充実
させる。更に、レファレンス資
料の充実、県立図書館との連携
による機能充実、誰もが利用し
やすい環境整備を進めるほか、
土、日曜日の開館実現を目指
す。

　学科推薦図書、レファレンス図書、学
生希望図書の購入を継続するとともに、
WEBデータベース(JdreamⅢ）を平成24年
度から継続契約する等、研究環境の充実
を図った。更に、山形県公立図書館横断
検索システムへの参加継続により、県内
公共図書館の蔵書検索を可能とした。ま
た、平成22年度から土曜開館を試行し、
平成24年度から本格実施したが、日曜開
館については学生等のニーズや費用対効
果など課題整理を含め検討した結果、現
段階では実施を見送ることとした。

(4)　学生の確保 (4)　学生の確保

　入試状況や入学者の追跡調査
結果等の分析により入学者選抜
方法を検証し、大学のアドミッ
ション・ポリシーをより反映し
た入試内容とするための改善を
行う。

　入試状況の分析に加え、入学者の追跡
調査も試みに行いながら、ＡＯ入試と自
己推薦入試を重視した募集人員の変更を
はじめ適宜入試方法や募集方法の見直し
を行い、アドミッションポリシーに照ら
した入試内容の改善を行った。

　大学の特色、求める学生像、
その他入学者の選抜に関する情
報を積極的に発信し志願者の確
保を図るとともに、入学者の選
抜方法の検証により見直しを進
め、大学が求める資質と能力を
有する優秀な学生の確保を図

ア 　大学案内や大学
ホームページの入試
情報を作成するとと
もに、学生特使を含
めた高校訪問、オー
プンキャンパス、各
種大学説明会、模擬

エ

　高大連携の実を高めるような
高校訪問等を実施し、高等学校
教育との連携をこれまで以上に
強化していく。

　高等学校教育との連携については、Ａ
Ｏ入試および学校長推薦入試合格者に対
して入学前教育を実施した。また高校訪
問を通じて、入学者の学力向上につなが
るような現場の高校教諭との交流も行
い、連携強化を図った。

　オープンキャンパスの一層充
実を図るため、高校へのニーズ
確認等に基づき、体験授業内容
の精選、プログラム全体の見直
しを進める。

　参加者のアンケート調査結果に基づ
き、オープンキャンパスの一層の充実及
び参加者の利便性の向上のために、バス
の増便、開始時間の繰り下げ、プログラ
ム全体の時間短縮等の見直しを実施する
とともに、開催回数等について検討を
行った。

Ａ 21

有する優秀な学生の確保を図
る。

Ａ

種大学説明会、模擬
授業等を実施すると
ともに、入試分析、
追跡調査を行い、入
試内容の改善を図り
ながら、優秀な学生
の確保に努めた。

イ

ウ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　入学者選抜に関する情報を積
極的に提供し、本学を第一志望
校とする受験生の増加を目指す
とともに、志願者倍率2.3倍以上
を維持するよう努力する。

　入学者選抜に関する情報については、
本学ホームページ、高校訪問、オープン
キャンパス、進学説明会等を通じて適宜
新たなものを公開した。以上のような情
報提供活動と入試方式の変更等により、
本学を第一志望校とする受験生の割合を
ほぼ変動なく維持することができた。ま
た、志願者倍率2.3倍以上については、概
ね確保できた。

　大学HPや大学案内等による広
報活動を強化し、全国有数の総
合短期大学である本学の特色を
アピールすることにより、優秀
な学生の確保に努める。

※志願者倍率
　定員に対しての志願者数の割
合

エ

オ 　図書館情報委員会において、毎年度活
動内容を検証し、広報活動の強化を行っ
た。具体的には、大学HPは、教育・地域
貢献等の情報を随時更新しながら公開
し、大学案内は、親しみの持てる内容へ
の見直しに加え、在校生にも配付し出身
高校等へのＰＲに努めた。また、本学の
魅力・特色をよりアピールする紹介DVD、
動画も作成した。

(5)　学生支援の充実 (5)　学生支援の充実

①　学修支援 ①　学修支援

　オフィスアワー制度の更なる
充実に努め、「顔の見える教
育」という本学の特色を更に発
揮させ、きめ細かい指導・助言
を行う。

　対応日、時間帯の拡充等を行うなど、
オフィスアワー制度の充実を図った上
で、教員がオフィスアワーの時間帯以外
にも相談対応を行うなど全学的な取組み
を行っている。

　学長や理事等と学生との定期
的な対話の場を各期1回程度設
け、学生の意見を反映させたよ
り望ましい学内教育環境を整備
することで学習を支援する。

　毎年度１回、理事及び審議会委員と学
生との懇談会を実施し、要望事項につい
ては可能なものは対応し、大学の使用時
間の延長等の改善を行った。

　学生が自主的学習を積極的に
行えるよう、合同研究室などの
自学自習施設・設備の充実を図
る。

　栄養大の開学に伴い、平成27年度に既
存施設を改修することとしており、その
中で学生の自習室も拡充することとし
た。

　学生が意欲と目的を持って学
習に取り組めるよう、学生一人
ひとりの学習目的及び習熟度に
応じた学習支援の充実を図る。

ア 　オフィスアワー制
度の充実によるきめ
細かい指導助言を行
うとともに、学生と
理事との懇談会を行
い、学生の意見を反
映させた学習環境の
整備に努めた。ま
た、施設の段階的改
修による環境整備及
びスクールバスの運
行による通学の利便
性の向上にも努める
等、学修支援の充実
を図った。

イ

ウ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　聴覚障がいのある学生にノー
ト・テイカーをつけるなど障が
いのある学生、社会人、留学
生、科目等履修生といった、多
様な学生のニーズに応える履修
サポート制度を充実・発展させ
る。

　聴覚障がい学生への情報保障や学習支
援は、「チューター制度実施規程」及び
「障がい学生支援制度規程」を策定する
ことにより、利用学生への支援がより円
滑に進められるような制度づくりを行っ
た。また、科目等履修生についても正規
学生と同様に図書館の利用ができるよう
に運用を改善する等、多様な学生に対し
て履修支援を行っている。

　１年前期の段階で高大接続授
業を実施するなど、きめ細かい
指導を通じて入学生の学力差の
解消を目指す。

　高大連携に関しては、「高校生の科目
等履修生規程案」を策定し、規程化に向
けた検討を行っている。また、各学科の
導入教育科目や留学生チューター制度に
よる学習支援を通して、学力差の解消に
努めている。

　スクールバスの運行のほか、
最寄交通機関への働きかけを強
化し、時間割と連動したダイヤ
改正を行うなど、通学の利便性
向上を図る

　平成21、22年度に米沢駅と本学を結ぶ
冬季スクールバスの試行運行を行った。
その後、米沢市の協力を受け、冬季ス
クールバスに代わり、ダイヤを本学の時
間割と連動した市街地循環バスの運行に

22ＡＡ

エ

オ

カ

向上を図る。 間割と連動した市街地循環バスの運行に
移行した。また、そのバスを利用する学
生には運賃の半額を補助するとともに、
学寮からのバスを冬期間運行している。

※オフィスアワー制度
　各教員が学生からの学業や学
校生活全般に関する質問、相談
等に応じる時間を設定し、研究
室等に待機する制度。

②　生活支援 ②　生活支援

　教員が学生一人ひとりの相談
相手となり、学習や生活につい
て指導・助言を行う学生アドバ
イザー制度を平成23年度を目途
に導入する。

　効率的・効果的支援の観点から、キャ
リア支援制度や学資相談、メンタルヘル
ス相談等、相談メニューごとの対応窓口
を明示し、「手引き」として学生に周知
する等、相談制度の充実を図った。ま
た、教員、教務学生課職員、学校看護
師・カウンセラーが協力し学生の対応に
当たっている。

　学資等が十分でなく学生生活
が困難な学生については、成績
や家庭環境等を総合的に勘案し
一定の条件のもと、授業料減免
制度や奨学金制度を活用し支援
する。

　学資が十分でなく学業優秀な学生に対
し、授業料徴収規程等による授業料免除
を行うとともに、平成23年度には「三宅
記念奨学金」を新たに創設した。

23Ａ

　学生が心身ともに充実した大
学生活を送ることができるよ
う、生活全般に対する支援の充
実を図る。

ア

Ａ

　相談制度の充実を
図るとともに、教職
員、学校看護師・カ
ウンセラーが協力し
学生の対応に当たっ
た。また、学資が十
分でなく学業優秀な
学生に対し、米短で
は平成23年度に新た
な奨学金制度として
「三宅記念奨学金」
を創設し、支援に当
たった。

イ
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　健康管理体制を充実し、特に
学生相談等メンタルヘルスに関
する支援体制について、適切な
相談室の配置、相談時間の自由
化など内容を充実させ、カウン
セラーの常時配備とその活用の
ための体制作りを目指す。

　常勤の看護師の対応に加え、カウンセ
ラーによる相談を週１回行い、メンタル
ヘルス相談に適切に対応している。

　課外活動や学園祭等の学生の
自主的な活動を支援するととも
に、大学と学生自治会との意見
交換会を定期的に開催し、学生
生活全体を支援する体制作りを
目指す。

　平成21年度から、大学と学生自治会と
の意見交換会を毎年度１回開催し、必要
な助言・指導等を行っている。

③　キャリア支援 ③　キャリア支援

　就職・編入学等、学生が希望
する進路を自らの力によって開
拓できるようキャリア支援セン
ターの専任職員の増加など、機
能の一層の充実を図るととも
に、本学への入学希望者増加に
つながるキャリア支援策を、平
成22年度を目途に構築する

　キャリア支援センターの専任職員の増
員を図り、平成20年度の２名から平成25
年度は４名の支援体制とした。また、入
学希望者増加につなげるキャリア支援策
については、就職率の向上と編入学希望
者の合格者数の増加・合格率の向上を目
指し、時期に応じて進路希望調査を行
い それに対応した合同企業説明会 編

　学生が就職、編入学等、進路
についての希望を実現できるよ
う、早い段階からの進路につい
ての動機付けを含めたキャリア
支援の充実を図り、就職率及び
進学率の維持、向上を図る。

ア 　キャリア支援セン
ターの専任職員の増
員を図りその体制強
化に努めるととも
に、時期に応じた進
路希望調査を行い、
それに対応した合同
企業説明会 編入学

ウ

エ

成22年度を目途に構築する。 い、それに対応した合同企業説明会、編
入学英語小論文指導、公務員勉強会など
の支援を実施した。

　就職率を向上させるため、次
の支援策を実行し、就職希望者
の就職率100%を目指す。
（ア）面接訓練を含めた学生相
談の充実
（イ）求人情報の積極的な提供
（ウ）進路について動機づけを
図る講座・就職支援講座・公務
員講座などの各種講座の開設
（エ）インターンシップ制度を
より充実させるための工夫・改
善
（オ）情報処理・語学などキャ
リアアップにつながる各種資格
取得への支援

　（ア）については、職員が常時、学生
の進路に関する相談、履歴書の書き方、
面接訓練等に対応するほか、各学生の進
路希望調査などを行いながら、学生の進
路希望に応じた相談や支援を行った。
　（イ）については、掲示板を活用し積
極的に情報提供を行ったほか、ハロー
ワークのジョブサポーター制度を活用
し、専門家による様々な求人情報の提供
を行った。
　（ウ）については、キャリア形成に係
る講座、外部講師による就職支援講座、
公務員講座及び公務員模試を開催する
等、充実したキャリア支援講座を実施し
た。

企業説明会、編入学
英語小論文指導、公
務員勉強会などの各
種支援を実施した。

イ
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委員からの意見等
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番
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価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　（エ）については、インターンシップ
を希望する学生の要望に応じて企業との
受入調整を行うとともに、外部講師を招
いた事前のビジネスマナー講座を実施す
るなど、学生が参加しやすく充実した制
度となるように工夫改善を行った。

（オ）については、日商ＰＣ検定、ピア
ヘルパー資格認定試験を学内で実施する
など、情報処理などキャリアアップにつ
ながる各種資格取得のための支援を行っ
た。
　その他、平成23年度に本学において学
内合同企業面接会を開催し、平成24年度
からは学内合同企業説明会として年２回
開催し、企業担当と話ができる場の設定
を行うとともに、就職内定獲得に向けて
の支援を行った。

　編入学率を向上させるため、
次の支援策を実行し、編入学希
望者の編入学率100％を目指す。
（ ）小論文添削指導

　従来からの対策講座や先輩の話を聞く
会などの実施に加えて、編入学小論文指
導・英語指導の外部講師を新たに確保し
た

24ＡＡ

ウ

（ア）小論文添削指導
（イ）面接訓練、模擬問題の学
習
（ウ）編入学対策講座、先輩合
格者の体験談を聞く会の開催

た。
　（ア）については、小論文添削講座を
年５回、英語指導講座を年２回開催する
ほか、小論文添削指導を随時実施してい
る。
　（イ）については、志望学部別勉強会
を開催するなど、より効果的に実施して
いる。
　（ウ）については、編入学対策講座を
年３回、先輩合格者の体験談を聞く会を
年３回開催している。
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委員からの意見等
連
番

評
価業務の実績

自
己
評
価

評価理由中期目標 中期計画

　研究水準の向上のために個人
研究費の活用を図る。そのため
の具体的な措置として、理事長
等の判断により配分先を決定で
きる資金制度を、平成22年度内
を目途に設ける。

　平成22年度に教員の研究を推奨し、本
学学術研究の一層の活性化を目指して若
手教員に対して研究費の助成を行い、平
成23年度からは米短戦略的研究推進費制
度を導入した。

　教員の研究成果に関する広報
活動を徹底するとともに、イン
ターネット上での研究者登録な
どにより、教員一人ひとりの専
門領域についての情報を地域の
みならず広く社会に発信し、県
民や社会の文化向上に寄与して
いく。

　教員の研究分野や研究実績（著書・論
文）について、ホームページなどにより
積極的に広報を行った。また、「米短マ
ル得活用ブック」を作成し、教員の研究
テーマや出前講座メニューを公開し、広
く情報発信を行った。

　本県の地域課題の解決につな
がる研究に積極的に取り組み、
その成果を公開講座や論文寄稿

　研究成果の発信については、毎年度、
公開講演会を開催し公表するとともに、
「紀要」 「生活文化研究所報告」

25Ａ

(1)　研究水準の向上及び研究成果の
発信

　各学科の専門分野の研究をさ
らに深め、大学の研究水準の向
上を図るとともに、学内外との
共同研究、地域の課題解決に資
する研究に積極的に取り組み、
その成果の発信を図る。

２　研究に関する目標

(1)　研究水準の向上及び研究成果
の発信

ア

Ａ

　研究資金制度を創
設し助成を行うとと
もに、地域の課題解
決に資する研究に取
り組み、その研究成
果についても学会や
学術報告誌等公表す
る等、成果の発信に
努めた。また、「米
短マル得活用ブッ
ク」を作成し、広く
情報発信を行った。

イ

ウ

２ 研究に関する目標を達成するた
めの措置

その成果を公開講座や論文寄稿
等により公表し、県民や社会に
貢献することを目指す。

「紀要」、「生活文化研究所報告」、
「米沢国語国文」、「米沢史学」等への
論文寄稿を行っている。

(2)　研究実施体制の整備 (2)　研究実施体制の整備

　研究活動を適切に評価できる
よう評価体制を充実させ、特に
若手の教員で優れた研究成果を
あげた場合に、適正な評価によ
る優遇措置等を実施できる環境
構築を目指す。

　毎年度学長裁量費などを活用し、若手
研究者の意欲ある優れた研究に対し研究
費の助成を行う等の支援を行っている
が、評価体制の構築には至っていない。

　研究活動に必要な施設・設
備・備品について、平成21年度
中に点検調査を実施し、整備・
改修などに関する年次計画を策
定する。

　施設設備の良好な状態の維持に努め、
計画的に改修・整備に努めた。

　教員と事務職員の担当すべき
業務内容を点検し、教員が教
育・研究・学内業務に専念でき
るような適正な運営体制を構築
する。

　平成21年度に設置した自己評価改善・
ＳＤＦＤ委員会において、教職員の研鑽
につながる研修を実施するとともに、自
己点検活動を通じて業務内容を点検し、
適正な運営体制の構築につなげた。

26Ｂ

ア

Ｂ

　学長裁量費などを
活用し、若手研究者
の意欲ある優れた研
究に対し研究費の助
成を行う等の支援を
行っているが、評価
体制の構築には至っ
ていない。

イ

ウ

　研究水準の向上のため、柔軟
な研究者の配置及び研究環境の
向上を図り、研究活動を推進す
る体制を整備するとともに、研
究活動の適正な評価を行い、そ
の評価結果の活用を図る。
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番
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己
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価

評価理由中期目標 中期計画

　県、あるいは市町村と本学と
の定期的な協議・意見交換の場
を設置し、本学に求められる
ニーズの正確な把握に努める。

　公開講座や出前授業の際にアンケート
調査を毎年継続的に実施し、地域住民が
本学に求めるニーズを把握した。また、
年１回、置賜総合支庁長、米沢市長等に
よる山形県公立大学法人懇談会を開催
し、本学の運営に関する意見交換を行っ
ている。

　地域貢献に益する情報を広く
収集し、大学に求められる多様
な地域課題に応じられる体制構
築を目指す。

　毎年度、教員と学外協力者で行う共同
研究を募集し、地域貢献に関わる研究又
は外部資金導入を目指す研究を促進する
ことにより、地域貢献に関する情報収集
と地域課題へ対応する体制を構築してい
る。

　公開講座の開催や
出前講座の実施、地
域の方との共同研究
の実施や研究成果報
告書の発行等を行う
とともに、学生につ
いても、地域交流事
業に積極的に参加
し、子供たちに指
導・支援する子ども
大学を開校する等、
地域との関わり、地
域貢献に努めた。

イ

ウ 　県民を対象とした公開講座を
１年間に10回以上開催し、公開
講座を含めた各種の学習機会を

３ 社会貢献に関する目標を達成す
るための措置

　毎年度、地域住民を対象とした住民に
親しみやすい内容の公開講座を10回以上
開催した また 飯豊町と連携し 学生

(1)　地域貢献の推進
(1)　地域貢献の推進に関する具体
的方策

ア　地域と大学の窓口として生活
文化研究所の活動の活性化を図
るなど、行政、他の教育機関、
研究機関、県内企業等との連携
の強化を図るとともに、教員、
学生が積極的に地域に関わり、
地域を創っていく「地域創造」
の取組みを推進する。また、地
域のニーズに合わせ広く学びの
機会を提供するなど、大学が有
する教育研究成果の地域への還
元を図る。

３　社会貢献に関する目標

　県内にある大学のほか、近隣
県の大学等との間で、単位互換
をはじめとする教育研究、編入
学、教職員･学生交流などの連携
を強化する。

　単位互換科目を１年次前期から履修で
きるように運用を改め、より履修しやす
く制度を改善するとともに、大学コン
ソーシアムやまがたが実施する「社会人
力養成山形講座」の周知など、県内大学
の単位互換を促進した。これまで、山形
大学、東北芸術工科大学、放送大学との
間で実績があり、利用者は徐々に増えて
いる。

　高校と連携し、高校教員によ
る学生の基礎学力の補完を図る
とともに、相互のカリキュラム
の調整や高校での生活状況の情
報交換など、より進んだ高大連
携のあり方も検討する。また、
高校生への短大教員による出前
講義等を通じ、地域教育への貢
献を行う。

　高大連携により本学の単位を取得した
高校生が本学に入学した際に、取得単位
を本学での履修単位にとして認定できる
制度を設けている（米沢工業高校、高畠
高校）。また、教員が高校などに出向き
出前講座等を実施した（米沢興譲館高
校、米沢東高校、山形北高校、寒河江高
校、高畠第四中学校など）。

27ＡＡ

講座を含めた各種の学習機会を
民間企業等とも連携し、計画的
に提供する。

エ

オ

開催した。また、飯豊町と連携し、学生
が主体となって小学生に指導・支援する
「子ども大学」を継続して開催した。
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評価理由中期目標 中期計画

　開かれた高等教育機関とし
て、地域の歴史・文化を後世に
伝える講座、県民のＩＴ活用能
力を高める講座、食と健康の重
要性を子供やその親に伝える講
座など地域のニーズに即した公
開講座等を実施するなど、生涯
学習機会を提供する。

　歴史、文学、思想、運動、調理、社
会、情報技術、認知心理、英会話など、
多種多様なテーマで公開講座を毎年度継
続的に開催しており、県民や近隣住民の
ニーズに沿った生涯学習機会を提供し
た。

　成人の職業教育の再教育の場
を提供するために、キャリア支
援センターの講座を、資格取得
を目指す学外の社会人にも開放
することを目指す。

　キャリア支援講座の学外社会人への公
開は検討したが、実施には至らなかっ
た。なお、卒業生は受講の対象者とし、
就職、転職を支援している。

　教員の研究成果の発表場所と
して生活文化研究所の機能を更
に充実させるとともに、研究成
果を地域に還元する施設とし
て、より開かれた研究施設とす
るよう地域と連携した改善策を
講じる。

　採択・実施した共同研究に係る成果報
告会の毎年７月の定期的開催に加え、
「生活文化研究所報告」の定期刊行（年
１回）や国立情報学研究所のシステム活
用による電子公開等を行い、機能の充実
を図った。また、生活文化研究所を開か
れた施設とするため、平成22年度に「よ
ねたんマル得活用ブック」の作製し、地
域に教員の研究テーマや公開講座の内容
を周知するなどの改善策を講じた

ク

カ

キ

を周知するなどの改善策を講じた。

　「海外語学実習」をより充実
させ、姉妹大学との交流を一層
密にする。

　海外語学実習については、実習内容の
充実を図るとともに、事前指導の徹底
や、安全性の確保などに努めている。ま
た、平成23、24年度は日本学生支援機構
の留学生交流支援制度奨学金を獲得する
など、参加しやすい環境づくりを行っ
た。加えて、平成25年度には石山つぎメ
モリアルファンドを獲得し、実習先の語
学学校の校長を本学に招いて「国際理解
講演会」を開催した。

　教員が半期程度海外の諸研究
機関において研修に励むことが
可能となる制度を構築し、国際
化に応じた多くの研修成果を広
く地域に還元する。

　平成23年度にサバティカル研修制度を
創設し、これまで２名の教員が制度を利
用した。その研究成果については、学会
で報告、書籍で刊行する等、広く還元し
た。

　本学外国人講師による公開講
座、国際化に関わる講演会の開
催等を通じて、地域の国際化に
積極的に協力する。

　６年間継続的に本学外国人講師による
英会話講座を実施しており、地域の国際
化に積極的に協力した。

28Ａ

　姉妹大学との交流等、海外の
教育機関等との連携による国際
交流の取組みを進めるととも
に、大学が有する資源を活用
し、地域の国際化に貢献する。

Ａイ

ウ

(2)　国際交流、国際化の推進
(2)　国際交流、国際化の推進に関
する具体的方策
ア 　学生の海外語学実

習については、実習
内容の充実を図ると
ともに、事前指導の
徹底や安全性の確保
などに努めながら実
施した。また、平成
25年度には実習先の
語学学校の校長を招
いて国際理解講演会
を開催する等、国際
交流、国際化の推進
に努めた。
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第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標

　運営体制を効率的なものとす
るために、理事長のリーダー
シップのもと、学内の委員会を
不断に検証し、機能性を高める
ための改善を必要に応じて行
う。

　両大学を効率的に運営するため、経営
審議会や両大学の教育研究審議会で随時
検討を行うとともに、「米短将来検討
会」や「中期計画策定委員会」での検討
過程において、両大学の機能、連携強化
に向けた全学的な運営体制等を検討し、
必要な組織見直しを行った。

　法人の理事や、経営審議会委
員及び教育研究審議会委員につ
いて、外部有識者等を登用し学
外の広く斬新な意見を取り入れ
るなど、大学運営の透明性を高
める。

　理事に２人、経営審議会に４人、栄養
大及び米短の教育研究審議会にそれぞれ
３人の外部有識者を登用している。各審
議会で随時経営や地域貢献等の視点から
意見をいただいたものは、両大学の教授
会に報告し、学内運営に反映させてお
り、受けた指摘については速やかに対応
した。

１ 運営体制の改善に関する目標を
達成するための措置

中期目標 中期計画

２ 教育研究組織の改善に関する目
標を達成するための措置

ア

イ

　理事長のリーダーシップのも
と、法人の機動的、効率的な運
営体制を構築するとともに、学
外の有識者及び専門家を積極的
に任用し幅広い意見を求め、開
かれた大学運営を図る。

業務の実績

自
己
評
価

評価理由

Ａ

　理事に２人、経営
審議会に４人、栄養
大及び米短の教育研
究審議会にそれぞれ
３人の外部有識者を
登用し大学運営を行
うとともに、、両大
学の機能、連携強化
に向けた全学的な体
制等を検討し、必要
な組織見直しを行っ
た。

２　教育研究組織の改善に関する目
標

1　運営体制の改善に関する目標

評
価 委員からの意見等

連
番

Ａ 29

　教育研究体制の改善・充実を
図る。そのために、外部有識者
からの助言を求めるとともに、
科学研究費獲得や運営交付金の
活用などを通して優れた教育研
究を実施するための組織作りを
目指す。

　自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会におい
て教育研究体制の改善・充実を図った。
その中で、教育環境については特に問題
となる意見はなかったが、外部資金獲得
については、同委員会を中心に検討し、
外部から講師を招き研修会を行った。

　全教職員を対象とした学内ア
ンケート等の実施による教育研
究体制を恒常的にチェックす
る。

　毎年、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会
において、教育研究体制についての意見
聴取を行い、必要な改善を行った。

　大学評価・学位授与機構等の
外部評価機関による認証評価を
受けることにより、教育研究組
織の改善を一層進める。

　米短においては、平成25年度に公益財
団法人大学基準協会による認証評価で基
準に適合しているという評価を受けた。
なお、指摘のあった事項のうち、シラバ
スにおける「達成目標」「授業内容・方
法」の明示について改善を行った。

標を達成するための措置

ア

イ

ウ

Ａ

　自己評価改善・Ｓ
ＤＦＤ委員会を中心
に、教育研究体制の
検証を行いながら、
その改善、充実に努
めた。また、米短に
おいては、平成25年
度に公益財団法人大
学基準協会による認
証評価を受け、指摘
のあった事項につい
ては改善を進めてい
る。

標

　教育研究の進歩や社会の変化
等に的確に対応した優れた教育
研究を実施するため、教育研究
組織の継続的な点検、見直しを
進める。

Ａ 30
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中期目標 中期計画 業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価 委員からの意見等

連
番

(1)　人材の確保 (1)　人材の確保

　平成23年に導入予定の任期制
については、本学の特性及び学
科・担当科目・職階等の特性を
十分に検討し、柔軟に運用する
ことによって優れた人材の確保
に努める。

　任期制については、現在助手について
のみ４年の任期としているが、長期的視
点に立った水準の高い専門性を有する多
彩な人材の採用及び昇任のあり方を適宜
検討し、優れた人材の確保に努めてい
る。

　学科の特性に配慮しつつ公募
要件の基準を明確化し、水準の
高い教育研究に資する専門性の
高い優れた教育職員を確保する
ことに努める。

　新規採用にあたっては、書類による研
究業績の確認や人物面接に加え模擬授業
を実施するなどにより、優秀かつ多彩な
人材の確保に努めた。

　大学の教育力を更に高めるた
めに、教員の男女比に常に留意
し、女性の登用に努め、外国人
教員の増加など多彩な人材の確
保に努める。

　教員採用に当たっては、職位や年齢構
成等に配慮し行った。

　研修制度を保証し、教員の研
究力増強を目指す。

　平成23年度にサバティカル研修制度を
設け、２名が制度を活用した。

優れた教員を安定して確保で 理事長 学長裁量により教員の研究等

ア

イ

ウ

エ

オ

３ 人事の適正化に関する目標を達
成するための措置

　採用や昇任の在り
方について適宜検討
するとともに、教員
の採用については公
募を基本とし、採用
面接時に模擬授業を
実施する等の工夫を
加えながら、優秀な
人材の確保に努め
た。

Ａ

３ 人事の適正化に関する目標

　大学の教育研究の活性化を図
るため、大学の特性を考慮した
任期制の導入等、公立大学法人
の特長を生かした人事制度を構
築し、教育研究の質の向上に資
する優れた教員を継続的に確保
する。

Ａ 31

　優れた教員を安定して確保で
きるようにするため、教員の待
遇改善に努める。

理事長・学長裁量により教員の研究等
支援を行うとともに教授会等を通じ学内
からの意見を取り入れ、各種教育・研究
環境の整備を行い、待遇改善に努めた。

　教員の業績について、教育活
動、研究活動等一定分野ごと適
正に評価する仕組みを検討、試
行のうえ、平成23年度までに適
切な業績評価制度を構築する。
　また、その評価結果を教員の
処遇等に反映させる仕組みを検
討し、構築する。

　栄養大においては、開学時より教育活
動、研究活動等一定分野ごと適正に評価
する仕組みを検討、試行している。米短
においては、　自己評価改善・ＳＤＦＤ
委員会を中心に検討を行っているが、制
度構築には至っていない。

　学長のリーダーシップによる
透明性・公平性が確保された選
考方法を一層充実させ、教職員
の昇任を適正に行う。

　新規採用にあたっては、書類による研
究業績の確認や人物面接に加え模擬授業
を実施するなどにより、優秀かつ多彩な
人材の確保に努めるとともに、昇任につ
いても多面的な審査のもと適正に行っ
た。

(2)　業績評価制度の構築 (2)　業績評価制度の構築

ア

オ

Ｂ

イ

　教員に対する業績
評価制度の構築につ
いては、栄養大にお
いては教育活動、研
究活動等一定分野ご
と適正に評価する仕
組みを試行しつつ、
その評価結果を教員
の処遇に反映させる
仕組みを検討してい
る段階である。米短
においては、検討を
行っているが制度構
築には至っていない
状況であり、第2期中
期計画において、早
期に構築することと
している。

　教員組織の活性化、教育研究
の質の向上を図るため、教育活
動、研究活動、地域貢献等多様
な分野の評価を適正に行い、そ
の評価結果を処遇に反映させる
仕組みを構築する。

Ｂ

・評価の仕方について
は、教員をエンカレッジ
する仕組みを考えていく
と良い。
・今後、適切な業績評価
の仕組みの構築を期待し
たい。

32
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中期目標 中期計画 業務の実績

自
己
評
価

評価理由
評
価 委員からの意見等

連
番

　大学業務に精通した専門性の
高い事務職員の確保、養成に努
めるとともに、適切な評価制度
を構築する。

　ＳＤＦＤ研修として、外部講師を招い
ての研修会を企画し開催し、また、公短
協等の研修に職員を派遣する等して、大
学業務に対応しうる職員の養成に努め
た。加えて、事務職員の評価制度につい
て、試行したうえ、導入を決定した。

　専門性の高い大学独自の業務に対応す
る体制の構築を目指し、事務局職員を県
派遣職員から法人採用職員にすることに
ついて経営審議会等で審議し、平成27年
度の１名の採用を決定した。

　事務の内容について定期的に
点検を実施し、事務の整理統廃

　栄養大の開学に合わせ、両大学の事務
組織の継続的な見直しを行い、規程類や

　外部委託について
は、費用対効果によ
る妥当性等を踏ま
え、その活用を進め
た。また、専門性の
高い大学独自の業務
に対応する体制の構
築を目指し、事務局
職員のプロパー化に
ついて審議し、平成
27年度の1名の採用を
決定した。イ

４ 事務等の効率化、合理化に関す
る目標を達成するための措置
ア 　法人及び大学の事務組織は、

専門的な集団としてその機能を
果たすことが必要であり、特
に、学生募集、教務などの大学
特有の事務に加え、人事・財務
等の事務処理が法人内で完結し
なければならないことから、こ
れらの事務に精通した組織であ
るかを不断に検証し、必要に応
じて改善を加える。

Ａ

ウ

４　事務等の効率化・合理化に関す
る目標

　法人の事務の効率的、合理的
な執行のため、事務処理の簡素
化、外部委託の活用を含めた事
務組織及び業務の継続的な見直
しを進める。

Ａ 33

点検を実施し、事務の整理統廃
合を進めるとともに、事務処理
の電子化を推進し、事務の簡素
化・合理化に努める。

組織の継続的な見直しを行 、規程類や
業務方法等の改善を行った。

　専門業務や定型業務等、外部
委託（アウトソーシング）が可
能な業務については、費用対効
果による妥当性等を踏まえその
活用を進める。

　専門業務や定型業務等、外部委託（ア
ウトソーシング）については、費用対効
果による妥当性等を踏まえ、校舎警備や
清掃等について引き続き行う等、その活
用を進めた。

ウ
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第４　財務内容の改善に関する目標

(1)　外部研究資金の獲得 (1)　外部研究資金の獲得

　大学の研究水準の維持、向上
を図るため、科学研究費補助金
等の競争的資金や共同研究、受
託研究などによる外部研究資金
を確実に獲得できるよう助成制
度の仕組みや申請方法について
の研修会を開催し、全学的に資
金獲得体制を構築する。

　平成22年度に科研費申請のための研修
会を山形大教員等を講師に開催するとと
もに、外部機関の開催する研修会に参加
した。また、共同研究や受託研究を推進
するため、共同研究への助成を行うなど
の取組みを行った。

　外部研究資金の申請件数を、
過去6年間の平均件数の1.5倍と
するよう努力する。

　科研費申請のための研修会や、各教員
等に対して外部資金に関する情報提供を
行っている。ただし、1.5倍には至ってい
ない。

　大学の研究水準の向上を図る
ため、外部研究資金の積極的な
獲得に努める。

1　自己収入の確保に関する目標

中期目標 中期計画

自
己
評
価

評価理由

１　自己収入の確保に関する目標を
達成するための措置

ア

Ｂ

　外部資金の獲得の
ため、学内で研修会
を開催するととも
に、外部機関の開催
する研修会に参加
し、資金獲得の体制
づくりに努め、ま
た、共同研究や受託
研究を推進するた
め、共同研究への助
成を行うなどの取組
みを行った。しか
し、中期計画の目標
であった外部研究資
金の申請件数を、過
去6年間の平均件数の
1 5倍は達成できな

イ

業務の実績
評
価 委員からの意見等

連
番

Ｂ

・教員の業務の整理など
外部研究資金の獲得に向
けた環境を整えることが
必要である。
・学生が一番大事だとい
う観点で研究と教育のバ
ランスを考えていく必要
がある。
・科研費の獲得について
は今後の努力に期待した
い。 34

(2)　その他自己収入の確保 (2)　その他自己収入の確保

　大学の財政基盤安定のため、
授業料、入学料、入学考査料の
安定的な確保を図る。

　財政基盤の安定を目指し、授業料、入
学料等の確実な納付を図るため、支払遅
延者に対し督促・指導等を行い、ほぼ完
納である。

　大学施設を有効活用するた
め、教育研究に支障のない範囲
で、地域に有料で開放する仕組
みを整備する。

　大学施設を有効活用するため、教育研
究に支障のない範囲で、地域に開放する
仕組みを構築した。

　多様な収入の確保について、
経営審議会を中心に全般的な検
討を行う。

　外部資金獲得のための経費について
は、毎年度の法人予算編成時に経営審議
会及び教育研究審議会で審議され、ま
た、外部機関の開催する研修会に参加す
る等して、外部資金獲得に努めている。

　教育の質の向上と大学の円滑
な運営を図るため、授業料、入
学料、入学考査料等の自己収入
の確保とその増加に努める。

ア

Ａ

　授業料、入学料等
の確実な納付に努
め、支払遅延者に対
し督促・指導等を
行っている。また、
有料で地域に開放す
る仕組みを設けたほ
か、個人や法人から
の寄付等を基にする
大学基金の導入につ
いて調査を始める
等、収入の確保に努
めた。

イ

ウ

1.5倍は達成できな
かった。

Ａ 35
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中期目標 中期計画

自
己
評
価

評価理由業務の実績
評
価 委員からの意見等

連
番

　省エネルギー対策、リサイク
ル利用等について学内の意思疎
通、職員の意識高揚を図り、経
費の節減に努める。

　省エネルギー対策、リサイクル利用等
については、学内にポスター等を掲示
し、職員の意思疎通、意識高揚を図り、
その結果経費を節減した。

　物品備品の購入方法や契約方
法の見直しにより経費の削減方
策を検討する。

　物品備品の購入方法や契約方法の見直
しにより随時経費の削減を行った。

　大学の施設設備について教育
研究上の支障が出ない範囲で地
域に開放し有効活用を図る。

　大学施設を有効活用するため、教育研
究に支障のない範囲で、地域に開放する
仕組みを構築した。

　大学の教育研究の質の向上を
図りつつ、法人の業務の全般に
ついて継続的な見直しを行い、
より効率的な運営により経費の
節減に努める。

　法人の健全な運営を確保する
ため、経営的視点に立ち資産の
効果的、効率的な管理及び活用
を図る

ア 　法人資産の効率的
な活用のため、有料
で地域に開放する仕
組みを設け 資金に

ア

Ａ

　経費の効率化につ
いては、省エネル
ギー対策、リサイク
ル利用等について学
内の意識の醸成に努
め、経費を節減する
とともに、物品等の
購入についても、購
入方法や契約の見直
しにより随時経費の
削減を図った。

イ

３　資産の運用管理の改善に関する
目標を達成するための措置

２　経費の効率化に関する目標を達
成するための措置

２　経費の効率化に関する目標

３　資産の運用管理の改善に関する
目標

Ａ 36

　授業料等学生納付金、運営交
付金や研究資金等についての管
理規程を策定し、適正に管理す
るとともに運用に当たっては、
安全かつ効果的に行う。

資金の安全かつ効果的運用に努め、余
裕資金の運用による収入の増加を図ると
ともに、短期の定期性預金での運用を
行った。

を図る。

Ａ

組みを設け、資金に
ついては規程を整備
し適正に管理すると
ともに、余裕資金に
ついては、短期の定
期性預金での安全か
つ効果的な運用に努
めた。

イ

Ａ 37
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第５　自己点検、評価及び情報の提供に関する目標

　大学の教育研究水準の維持、向
上を図るため、組織的な地域貢献な
ど、本学のあらゆる側面を網羅した
総合的な自己点検・評価と改善・改
革の作業に取り組む。

　毎年、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会におい
て、自己点検活動を行った。また、平成25年
度には、公益財団法人大学基準協会の認証
評価を受け、基準に適合しているという評価を
受けた。

　自己改善が適正に行われるよう、
改善の実態を定期的に点検する機
関を設置する。

　平成21年度に自己評価改善・ＳＤＦＤ委員
会を設置した。

　大学運営の透明性を高めるため、
財務状況や大学の目標・計画・外部
評価の結果を積極的に公開する。

　ホームページに「法人情報」枠を設けて、法
人の財務諸表、中期目標、中期計画、年度
計画、外部評価結果等を公表する等、積極
的に情報を公開している。

　大学の特色や魅力を広く内外に発
信するため 大学ＨＰや大学案内な

　図書館情報委員会において、毎年活動内
容を検証し 広報活動の強化を行った 具体

２　情報公開の推進に関する目標を達
成するための措置

　公的資金を基盤として運営される
公立大学法人として運営の透明性
を高め、社会に対する説明責任を果
たすため、教育研究及び組織運営
の状況に関する情報を積極的に公
開する

ア 　法人の財務諸表、中
期目標、中期計画、年
度計画、外部評価結
果等についてホーム
ページで適宜公表する
とともに 大学の特色や

イ

業務の実績

自
己
評
価

評価理由

　平成21年度に設置し
た自己評価改善・ＳＤＦ
Ｄ委員会を中心に大学
の諸活動について自己
評価を行うとともに、毎
年度の年度計画に対
する自己評価の結果に
ついてもホームページ
で公表している。

２　情報公開の推進に関する目標

Ａ
イ

中期目標 中期計画

１　評価の充実に関する目標を達成す
るための措置

　大学の教育研究の質の向上を図
るため、法人、大学の諸活動につい
て多面的な自己点検、評価を行い
その結果を公表するとともに、教育
研究活動や法人の業務運営の改善
に活用する仕組みを確立する。

ア

1　評価の充実に関する目標

評
価 委員からの意見等

連
番

Ａ 38
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信するため、大学ＨＰや大学案内な
どの情報発信媒体の充実及び有効
活用を図るとともに、多様な機会を
通じて広報の強化を図る。

容を検証し、広報活動の強化を行った。具体
的には、大学HPは、教育・地域貢献等の情報
を随時更新しながら公開し、大学案内は、親し
みの持てる内容への見直しに加え、在校生に
も配布し出身高校等へのＰＲに努めた。また、
本学の魅力・特色をよりアピールする紹介
DVD、動画も作成した。

　情報公開制度及び個人情報保護
制度に関し、県条例に基づき諸規定
を整備し適切に運用する。

　情報公開制度及び個人情報保護制度に関
し、県条例に基づき諸規程を整備し適切に運
用している。

開する。

Ａ

とともに、大学の特色や
魅力についてもホーム
ページやガイドブック、
また、マスコミを活用し
て多様な機会を通じて
情報発信している。

ウ

Ａ 39
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第６　その他業務運営に関する目標

　労働安全衛生法等関係法令に
基づき諸規程を整備し、安全衛
生管理体制の充実を図る。

　労働安全衛生法等関係法令に基づき適
宜、諸規程を整備し、安全衛生管理体制
の充実を図った。

　学内施設・設備及び大学周辺
の防犯対策の状況を適時点検
し、事故犯罪による被害の未然
防止に努める。

　学内施設・設備及び大学周辺の防犯対
策の状況を適宜点検し、防犯用テレビカ
メラを設置する等、事故犯罪による被害
の未然防止に努めた。

　事故・災害等の発生に備えた
危機管理マニュアルの再点検・
整備を進めるとともに有事を想
定した実践的な訓練を行う。

　事故・災害等の発生に備えた危機管理
マニュアルの再点検・整備を進めるとと
もに、火災の発生等有事を想定した実践
的な訓練を毎年行った。

　大学の学内における事故、犯
罪及び災害による被害の発生を
未然に防止し、安全、安心な教
育研究環境を維持するため、安
全衛生管理体制と防犯、防災対
策の強化を図る。

ア

イ

1　安全管理に関する目標

中期目標 中期計画 業務の実績

自
己
評
価

評価理由

Ａ

　危機管理マニュア
ルを点検し、栄養大
も含めた体制に見直
ししたほか、避難訓
練を実施するなど学
生の安全確保の充実
を図った。安全衛生
管理体制の充実にも
留意し、衛生委員会
による職場巡視を行
い職場環境の改善に
努めた。

１　安全管理に関する目標を達成す
るための措置

ウ

評
価 委員からの意見等

連
番

Ａ 40
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